










































































































































































































































































































































































































































































































































































































国・地域 2013年 2012年 2011年 2010年 2009年 2008年 2005年 2000年 1995年 1990年
アジア・大洋州
日 本 1.2 2.2 ▲0.8 4.5 ▲5.5 ▲1.0 1.3 2.3 1.9 5.6
中 国 8.2 7.8 9.2 10.4 9.2 9.6 11.3 8.4 10.9 3.8
香 港 3.5 1.8 5.0 7.1 ▲2.6 2.3 7.1 8.0 2.3 3.9
台 湾 3.9 1.3 4.0 10.7 ▲1.8 0.7 4.7 5.8 6.4 6.9
韓 国 3.6 2.7 3.6 6.3 0.3 2.3 4.0 8.8 8.9 9.3
イ ン ド 6.0 4.9 6.8 10.1 5.9 6.9 9.0 5.7 7.4 5.6
インドネシア 6.3 6.0 6.5 6.2 4.6 6.0 5.7 4.2 8.2 7.2
カ ン ボ ジ ア 6.7 6.5 7.1 6.1 0.1 6.7 13.3 8.8 6.4 1.1
マ レ ー シ ア 4.7 4.4 5.1 7.2 ▲1.5 4.8 5.0 8.7 9.8 9.0
ベ ト ナ ム 5.9 5.1 5.9 6.8 5.3 6.3 8.4 6.8 9.5 5.0
モ ン ゴ ル 15.7 12.7 17.5 6.4 ▲1.3 8.9 7.3 1.1 6.4 ▲2.5
フ ィ リ ピ ン 4.8 4.8 3.9 7.6 1.1 4.2 4.8 4.4 4.7 3.0
シンガポール 2.9 2.1 4.9 14.8 ▲1.0 1.7 7.4 9.0 7.3 10.1
シ リ ア n/a n/a n/a 3.4 5.9 4.5 6.2 2.3 5.4 10.4
タ イ 6.0 5.6 0.1 7.8 ▲2.3 2.6 4.6 4.8 9.2 11.6
出典：世界統計白書2013年版　木本書店
表4 アジア・オセアニアの主な回転ずし
 チェーンの店舗数
合計
店舗数
店　　名
日　　本 1050
スシロー、かっぱ、
くら
台　　湾 200
争鮮すしエクスプレ
ス（※）
中　　国 173
元気寿司、争鮮すし
エクスプレス（※）
マレーシア 70 すしキング（※）
豪州、NZ 40 すしトレイン（※）
韓　　国 38
スシロー、かっぱ、
すし広場（※）、さ
かなや（※）
シンガポール 3
元気寿司、争鮮すし
エクスプレス（※）
（注）※は日本企業以外のチェーン
出典：日本経済新聞2013・11・8
表5　クールジャパン関連の取り組み
シンガポール パルコ 日本ブランドを集めた
ファッションショー・
商談会を開催
電通など 日本コンテンツを流す
専門チャンネル「Hello! 
Japan」開局
タイ 伊藤園 無糖の緑茶「お〜いお
茶」を販売開始
アブ ・アウト 「らーめん山頭火」を
初出店
インドネシア タカラトミー 男児向けのメンコ風
キャラクター玩具を開
発
サントリー食品
インターナショナル
砂糖入り緑茶「みらい」
の生産・販売開始
ベトナム イオン 日本の企業や省庁と組
んでクールジャパン関
連イベント開催
トリドール 讃岐うどん専門店「丸
亀製麺」をホーチミン
市に初出店
フィリピン フジテレビなど 現地テレビ局と日本関
連のテレビ番組を共同
制作
グリーンハウス
フーズ
とんかつ専門店「新宿
さぼてん」を開業
出典：日本経済新聞2013・3・10
わが国スポーツ・ビジネスのグローバル展開の展望と課題に関する一考察
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けの店も増加。ベトナムやカンボジアでは現
地消費者がすし店や日本式焼き肉店利用する
光景が当たり前になっている」（同前）
　このように、人々が外来文化に関心を持ち、
サービス購入を志向するようになったという
ことは、経済成長による所得の向上に裏付け
られて、消費のありかたが次第に都市型に
移行しつつあることを物語っていると言えよ
う。つまりは、量的に消費が満たされつつあ
る中で、健康・安全、癒し、ゆとり、自分ら
しさなど、質的な豊かを人々が求め始めたこ
とを示していると捉えることができる。
　そうした中においては、遊び、脱日常体験
であるスポーツは、健康志向に応えるだけで
はなく、癒し、ゆとり、自己実現の機会とし
て、その存在を確かなものにして行くだろう
と考えられる。
東南アジアにおけるスポーツ･ビジネスの課題
　現状の東南アジアにおいてはスポーツに対
する関心は低くないものの、都市型消費の対
象、成熟した消費の対象として多くの人に親
しまれる文化となっているかと言えば、まだ
まだのレベルかもしれない。そうした中では、
都市化が進んでいるとは言え、近年、経済成
長に導かれて農村から流入してきた人々に
とっての一時的な気散じとなる賭博の対象、
あるいは都市の建造物の豪華さ、一部の成功
した富裕層の高度消費の様に比べて、ようや
く生存欲求の段階を乗り越えたレベルに達し
たに過ぎず、高度経済成長の分け前に充分に
与っていない人々に対する癒しとして社会の
リーダー達が提供している娯楽のレベルに留
まっているのかもしれない。
　プロ・スポーツ・ビジネス界も、次第に、
国内市場が飽和し、狭隘化している中では、
自ずと海外に目が向くのは当然のことであ
る。中でも、日本に近く、近年経済成長が著
しく、日本企業の進出が積極化して東南アジ
アは格好のターゲットになっているわけであ
る。その目的の一つには国内で余剰化しつ
つあるプレーヤー、現場スタッフの受け入れ
先という側面もあるかもしれないが、メディ
ア性を活かすことでビジネス・チャンスを掴
むできることが解ったことが大きいと言えよ
う。進出している、進出しようとしている、
東南アジアの消費者を取り込もうとしている
日本企業からのスポンサーマネーを得ること
でビジネスとして成立するということが明ら
かになってきたということである。
　それはそれとして、充分に評価できるが、
果たしてそれだけに満足していて良いのだろ
うかと思える。
　スポーツのビジネス化は、スポーツがメ
ディア・スポーツとして成功したことによる
側面が大きい。ただ、そのメディア・ヴァ
リューは多くのひとが関心を持ち、親しんで
いることが前提となっている。そのことはス
ポーツがアミューズメントの対象として人々
の生活の中に定着することであると言える。
つまり、スポーツが文化として、その立場
を社会的に確立することが求められるのであ
る。桑原が「スポーツは現代文明に一分野で
ある。それは政治・経済・軍事・宗教・芸術・
科学・情報などと並んで文明の重要な分野を
形成している」と言っているのは、そうした
ことを示す指摘である。
　先に触れたように、ＡＳＥＡＮは、周囲の
大国から自立するために、3つの共同体の構
築をその目標としている。その一つが、政治
安全保障共同体、経済共同体と並んで、社会
文化共同体である（山影進「新しいＡＳＥＡ
Ｎ」アジア経済研究所、2012.9）。このこと
は政治安全保障、経済ほど我が国おいて語ら
れることはないが、ＡＳＥＡＮ自身は重要目
標としており、その中には、スポーツも含ま
れると考えられるのである。
　ＡＳＥＡＮ社会文化共同体とは何かと言え
ば、「民衆志向で共通のアデンティティと持続
的な連帯感を持ち、『思いやりと分かち合いの
ある社会』を構築することだとされ、追求す
る課題として」、次の6つのことが上げられて
いる（同前）。
①人間開発
②社会的厚生
③社会正義と権利保障
④環境の持続性
⑤ＡＳＥＡＮアイデンティティの構築
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⑥ＡＳＥＡＮ原加盟国と新規加盟国との格
差是正
　このことが何を追求しているかと言えば、
域内の人々一人ひとりが高い能力と意識を持
ち、しかもその間に格差が無いようにすると
いうことである。ＡＳＥＡＮがその究極の目
標である周囲の強国、あるいは先進国からの
脅威にひるむことなく自立して行くために
は、それを構成する住民、市民一人ひとりが
強くならなければならないということであ
る。このことは市民社会の協力なくしてＡＳ
ＥＡＮは成り立ちえないとしていることに現
れている（同前）。
　こうしたことは、当然のことながら、既に
それぞれの国において取り組まれているとこ
ろであるが、それを加盟国の間で格差のない
ものにしようということである。そうでなけ
れば、真の共同体として成り立ちえないと考
えていると言えよう。
　課題として掲げられていることを改めて見
ると、①、②、④、⑤などにスポーツの持つ
個人的な成長（肉体的、精神的）、社会的成
長（協働、一体感の醸成、社会変化など）と
いう効能が貢献すると言える。そのためには、
多くの人々がスポーツを知り、スポーツに親
しむ、文化として生活の中に定着させること
が必要である。その方法として学校教育の中
に大きく取り入れることも有効であると言え
る（現状は学歴優先故か小学校高学年から運
動、スポーツに取り組むことが少なくなって
いる。これはシンガポールなどの先進化した
地域だけで、まだ発展途上にある国ではそう
したゆとりはないのかもしれないが）。
　もう一つは、日常生活の中で、イベント、
プロスポーツによってスポーツへの関心を高
めて行く方法もあろう。そうした意味で、プ
ロスポーツの存在は大きな貢献なしうるもの
と考えられ、そのことは同時にプロスポーツ
の成長、ビジネスとしての成功にもつながる
ものと考えられる。このことは、Jリーグが
掲げる地域密着の考え方に共通するものであ
ろう。
　従って、スポーツ・ビジネスの海外進出を
図る際には、単に国内市場の外延化を考え、
国内企業のマーケティングのツールというと
ころにビジネス・チャンスを求めるのではな
く。住民を取り込む、真の地域密着を図るこ
とが肝要と言えよう。
